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１　税収確保の推進
（１）徴収率の向上　
「府が自ら徴収する税目」（府税のうち、個人府民税（均等割・所得割）及び地方消費税を除く税目。）について、令和５年度に全国上位３分の１の団体が達成（全国15位）している徴収率（99.58％と設定）を達成する。
そのため、令和４年度においては、「府が自ら徴収する税目」の徴収率について、令和３年度から0.17ポイント以上（特殊要因による0.12ポイント向上見込分を含む。）向上させる。

· 実績（令和５年５月末時点）
	
「府が自ら徴収する税目」の徴収率（※1）について、令和４年度の徴収率は99.54％で、前年度（99.36%）から0.18ポイント向上した。

事務所別徴収率状況(※2)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％、ポイント）
	事務所
	令和4年度
	令和3年度
	増減
	
	事務所
	令和4年度
	令和3年度
	増減

	中央
	99.87
	99.52
	0.34
	
	泉南
	99.06
	99.33
	▲0.28

	なにわ北
	99.09
	99.06
	0.03
	
	南河内
	98.27
	98.72
	▲0.44

	なにわ南
	95.83
	95.62
	0.21
	
	中河内
	99.61
	99.51
(※３)
	0.10

	三島
	99.05
	98.83
	0.23
	
	北河内
	98.82
	98.51
	0.31

	豊能
	98.85
	98.54
	0.31
	
	大阪自動車
	99.78
	99.73
	0.05

	泉北
	98.82
	99.07
	▲0.25
	
	合計
	99.54
	99.36
	0.18


※1　徴収率：府税収入額を府税調定額（課税額）で除した割合をいう。
※2　端数処理を行っているため、「令和4年度」欄と「令和3年度」欄の数値の差と、「増減」欄の数値が一致しない場合がある。
※3　令和3年度においては、大口の法人二税減額分による影響により、中河内府税事務所の徴収率（100.38％）が大幅に向上していたため、この影響を除いた令和3年度の徴収率（99.51％）と比較。












（２）課税調査の推進
公正・公平な課税を推進するため、税務局と府税事務所及び大阪自動車税事務所が連携・協力し、迅速かつ適正に課税調査を行う。

· 実績（令和５年５月末時点）
	税　　　目
	
	目標値（年間）
	実績値（3月末まで）
	進 捗 率

	＜事務所分＞

	◇個人事業税
	件数
	6,075件
	7,371件
	121.3％

	
	税額
	28,720万円
	48,006万円
	167.2％

	◇法人二税
	件数
	9,396件
	11,033件
	117.4％

	
	税額
	21,273万円
	34,162万円
	160.6％

	◇不動産取得税
	件数
	17,804件
	20,101件
	112.9％

	
	税額
	178,981万円
	154,703万円
	86.4％

	◇府たばこ税
	件数
	2件
	2件
	100.0％

	◇ゴルフ場利用税
	件数
	53件
	53件
	100.0％

	◇軽油引取税
	件数
	220件

	229件
	104.1％

	
	税額
	800万円
	4,155万円
	519.3％

	◇自動車税環境性能割
	税額
	4,100万円
	6,276万円
	153.1％

	◇宿泊税
	件数
	369件
	369件
	100.0％

	＜税務局分＞

	◇法人二税
	件数
	18件
	15件
	83.3％

	
	税額
	6,000万円
	5,510万円
	91.8％

	◇不動産取得税
	件数
	614件
	614件
	100.0％

	
	税額
	77,000万円
	149,295万円
	193.9％

	◇軽油引取税
	件数
	560件
	742件
	132.5％

	
	税額
	3,000万円
	1,791万円
	59.7％

	◇宿泊税
	件数
	90件
	80件
	88.9％












（３）納期内納税の推進
新たな滞納を発生させず、早期に税収の確保を図るため、課税部門及び納税部門が一体となっ
て納期内納税を推進していく。

· 実績（令和５年度５月末時点）
	
＜概要＞
納期内納税を推進するため、納期周知に関する広報等を積極的に実施。個人事業税の口座振替納税については、制度説明リーフレットの納税通知書への同封や府税のしおり・ホームページへの掲載等を行った。自動車税（種別割）では、納期限や納税方法等をホームページやポスター掲示等様々な広報媒体を活用して積極的に広報を行った。また、金融機関での窓口納付やコンビニ収納以外の収納手段として整備したクレジット収納（自動車税（種別割））やペイジー収納、スマートフォン決済アプリによる収納について、利用促進を図るため、周知ちらしの納税通知書等への同封や府税のしおり・ホームページへの掲載等を通じて、納税者への周知を行った。

＜利用実績＞
・個人事業税に係る口座振替納税利用状況（3月末時点）
件数50,233件、税額78億02百万円（前年度　件数49,214件、税額73億68百万円）
・自動車税（種別割）に係る納期内納税率
　　件数90.2%、税額89.1%（前年度　件数90.3%、税額89.2%）
・自動車税（種別割）（定期納税通知書分）に係るクレジット収納利用状況
　　件数85,311件、税額34億51百万円（前年度　件数95,406件、税額38億54百万円）
・ペイジー収納利用状況（令和4年4月～令和5年3月）
　　件数138,092件、税額114億99百万円（前年度　件数117,983件、税額110億82百万円）
・スマートフォン決済アプリ収納利用状況（令和4年4月～令和5年3月）
　　件数165,467件、税額66億41百万円（前年度　件数127,562件、税額50億62百万円）





２　市町村との共同徴収の推進
大阪府域地方税徴収機構において、参加37市町村の税務職員の徴収技術の向上を図るとともに、引受事案については、差押えを前提とした厳正な滞納整理を行い、個人府民税にかかる直接徴収額を、2.0億円以上確保する。

· 実績（令和５年５月末時点）
	
大阪府域地方税徴収機構において、参加市町から全税目合計20.9億円の引き継ぎを受け、令和５年２月末までの間に10.9億円の収入を確保している。そのうち、個人府民税にかかる直接徴収額は、2.4億円（個人住民税全体では6.1億円）を確保している。









３　人材の育成
専門的な知識・経験を有する職員が減少していく中、税務組織の核となる人材の育成をめざすとともに、初任者に対しては早期に業務遂行能力の習得を図るなど、ベテラン職員の知識・経験・ノウハウの継承を意識し、積極的に人材の育成をめざす。
このため、税務局と府税事務所及び大阪自動車税事務所が連携し、体系的かつ効果的な研修のほか、職場におけるＯＪＴや自己学習を促進するための学習支援環境を充実させるとともに、実務経験を通じ、職員の意欲と知識・能力の向上を図る。

· 実績（令和５年度５月末時点）
	
税務職員に求められる高い専門性を有する人材を育成するため、以下のとおり部局研修を実施した。

【令和４年度実績】
	分類
	実施回数
	時間数
	参加人数

	階層別
	12回
	43.58H
	226人

	税目別
	35回
	182.58H
	450人

	その他
	９回
	17.5H
	264人

	合計
	56回
	243.66H
	940人



また、部局研修と各所属におけるＯＪＴとがスムーズに連携できるよう研修資料及び研修受講結果を速やかに各所属にフィードバックし、職員の達成度合いに応じた職場での効果的なＯＪＴの実践につなげた。さらに、税務職員学習支援ポータルサイトを通じて、税務職員に役立つ資料や情報を提供し、自主学習を支援した。
各所属におけるＯＪＴの実践状況や各所属及び新規採用職員等との意見交換等を踏まえ、引き続
き効果的なＯＪＴとの連携を目指すとともに、自主学習の環境整備等に努める。






